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1 はじめに一所得税法の創設と法人税の誕生一
わが国法人税の歴更は古く . そのはじまりは. 法人所得を 「第1種所得」 として所得税の課税
対象に組み込むこととした明治32(1899)年の所得税改正までさかのぼる l )。
そもそも. わが国において所得税法の創設をみたのは明治20 (l887年) のことであった。 この
所得税法は, 各種所得の合算と . 軽度ながら累進税率の適用をともなう点で, 近代的な総合累進
所得税としての特徴を備えてはいたものの, その納税義務者の範囲は. 年間300万円以上の所得
を有する個人に限定されており , 法人は免税とされていた 2 )。
この制度のもとで. 法人企業の所得は, それが配当にまゎされなぃ限り . 無期限に非課税とさ
れたが, 個人企業の所得は. 事業主の所得が課税最低限(300万円)に達しなぃ場合以外は, 所
得税の課税を免れず.事業主は有税でしか所得を留保できなかった。 こうした課税方式の採用は.
法人企業の保護・育成に少なからぬ役割を果たす一方で, 法人企業と個人企業との間の租税負担




いった 4 ) c おりしも. 日清戦争終結後の時期. 政府は. 戦後経営にともなう新たな歳入確保の必
要に直面していた 5 )。
こうした状況のもとで. 政府は. 所得税の抜本改革に着手し 6 ). 明治32年には. 法人所得税を
具備した, 新たな所得税法の誕生をみる。 わが国における法人税の歴史は. ここに幕を開けるこ
とになる。
その後のわが国における法人企業の発展と. 戦費を中心とした財政帶要の增大を背景として.
法人税は. 財源としての重要性は增大の一途をたどり. 発展をとげてゆく 。吉国氏の時代区分に
よれば. この戦前の法人税発展の歴史は. 法人税の性格ない しは課税の仕組みの変選という側面
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から. 「法人税源泉課税の時期」 (大正8年以前) と 「法人税独立課税の時期」 (大正9年以降)
に区分することができる 7 )。 本稿では. とりあえず. この区分に依拠しっつ. シャウプ勧告誕生
以前のわが国法人税発展の軌跡を整理し. その特徴をあきらかにしたい。
2 法人税源泉課税の時代一明治32 (1899) 年̃大正8 (1919) 年一
明治32年の改正所得税法は, 法人税を第l種所得税として創設し. 法人の所得を25%の比例
税率で課税することとした 8 )。その一方で. 改正法は. 旧法のもとで総合課税されていた配当所




なす改正であり . 法人所得税(第l種所得税) を個人所得税(第3種所得税)の源泉税とみなす
立法者の見解のあらわれとみられている。 ちなみに. 小川教授は. 当時の立法者の見解をっぎの
ように紹介している lo)。
……株式会社の配当金はどう しているかとぃふと. 配当金には掛けないのであり ます。 配
当金には掛けなくして其会社の純所得に掛けることになって居ります。 日本の立法者はどう
説明して居るかといふと , それは株主に配当金が交付された後に, 配当金を調べて之に課税
することは非常に面倒奥い。 それであるなら, 会社にある間に. 配当せられざる前に一遍に
税するのだと. 斯ういひます。
ここに示された見解によれば. 法人所得税は. 株主の個人所得税の前どりにほかならず. その
役割は, 配当所得を源泉段階で確実に捕提することにある。
もっとも, 所得税の源泉税を意味する法人税の創設は. 法人企業と個人企業との間の所得税負
担の不均衡の解消策としては, あまりに簡素なものだった。 ちなみに. 明治32年の所得税法の第
3種所得の税率は, l%(300円以上500円未満)から5.5%(10万円以上)までl2段階の累進税率(単
純累進税率) とされており . 25%という法人税率は. 税額表の所得区分のほぼ中間にあたる所
得3.000円以上5.000円来満の区分の適用税率に等しかった。 たしかに. 法人は. 新たな所得税法
のもとで. 法人税の負担を初めて強いられることになったが, その配当は非課税とされただけで
なく . 個人事業に課せられた累進課税を免れ, 比較的低率の比例税率による課税をうけるだけで
済まされることになったのである。
このため, 日露戦争(明治37年2月̃明治38年9月)勃発後の所得税の大幅增徴期には, 個人




まず. 明治38年に制定された第2次の非常特別税法による所得税改正では, 法人所得を甲 (株
主または社員2l人以上の株式会社および株式合資会社の所得) と乙 (甲以外の法人の所得) に区
分し, 甲にっいては. 625%の比例税率を適用し. 乙にっいては. 所得額を8段階に分けて. 4 5 %
からl2.5%の累進税率を適用するになった。 つぎに. 大正2年の所得税改正では. 明治38年の非
常特別税法における法人所得の区分を入れ替えて. 甲は. 合名会社,合資会社. 株主または社員
20人以下の株式会社および株式合資会社, 乙は株式会社および株式合資会社とし, 甲にっいては,
所得額をl0段階に分けて, 4%(5千円以下)からl3.0%(20万円超)の超過果進税率を適用す
る一方で. 乙にっいては. 従来通りの比例税率(62:5% )を適用することになった。
これらの改正は. その実態において個人企業に近い法人企業の所得税率を累進化することに
よって. 個人企業と同族的法人との所得税負担の不均衡を調整し. 合法的租税回避を目的とした
個人企業の 「法人成り」 を防止しようとした点において注目されるが. 新たに採用された累進税
率は第3種所得税(個人所得税)の税率に比べて. 金般的に低く設定されていたu )。しかも. -




もっとも. 明治32年改正前後の政府の改革構想に. 統一性はみられない。 たとえば, 明治32年
改正の前年にあたる明治31 (l898) 年に. 政府は. 法人所得に対して果進税率で課税する法人税
制度と. 上記の明治32年改正とまったく同様の受取配当全額非課税制度とを盛り込んだ法案を識
会に提出している。 政府は. その改正の趣旨を, 法人を独立した課税主体とみる課税思想に立脚
して説明したうえで l2). 株主の受取配当を全額非課税とした理由を. つぎのように述べている。
-一日本デハ法人二課税ラ シテ配当ヲ受ケタ人=課税ラ シナイヤゥニシタノハ. 是ハ感情
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今マデハ法人二少シモ課税ノ無イモノラ, 法人二課税スル コ トニナリマシタカラ, ソ レカラ
又配当ラ受ケタ者=課税ラセラル 、 ト二重ノ税デハナイ ,人ガ違フカラ二重デハナイガ. 稍々
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の所得を有するものは. 累進税率に依りて比較的重き負担を為すべく . 之に反して其の所得
の少額なる者は比較的軽き負担を課せらるることとなり , 所調社会政策の精神に適ふのみな
らず, 茲に初めて所得税課税の公平と負担の権衡とを得べきものとす。
従来の制度のもとで, 同族的法人以外の法人の株主は, その受取配当にっいて, 法人段階で低
率の比例税率 (改正前の税率:7.5%) による課税をうけるだけだったが, この政府原案によれば.
すべての法人の株主(個人)は. その受取配当にっいて, 他 の 個 人 所 得 ( 第 3種所得)と合算の
う え. 累進税率で課税されることになる I6)。
このような政府原案は, 配当所得者の租税負担の急增をともなうものだっただけに. その影響
の緩和を求める声は強かった。くゎえて. 衆議院の解散や恐慌の来襲といった情勢の変化も手伝つ
て. 政府原案は,議会における数次の修正をうけ. 大幅な後退を余儀なくされた l7)。かくて. 最
終的に成立をみた改正法案では. 受取配当の総合課税にあたって40%の控除を認めることとし,
それと引き替えに.法人段階における源泉課税を5%の税率(従来は7.5%)で存続することとなっ
た。 この改正法案は, 議会での修正を経て縮小された政府原案と既存の制度とを, 税収の確保と
いう観点から折衷させた妥協案にほかならなかったが. 法人税の仕組みの変選という観点に立つ
と ,  株主の受取配当と法人所得とを併課する制度の誕生をもたらした点で, 特筆にあたいする。
また. 大正9年の所得税改正では, 既述の同族会社と 一般の法人との差別課税を廃止したうえ
で. 新たに法人所得を5種に区分して, 下記のような異なる税率で課税することとし. 超過所得







なお. 法人から受け取る配当ならびに公社債の利子は. 法人所得の算定にあたって. 従来. 控
除することとされていたが, 大正9年の改正を契機に. 一転して, 法人所得として益金に算入さ
れることとなった。
かくて. 法人税を. 配当所得に対する源泉税とみなす時代は終わりを告げ, 新たに. 株主の受
取配当と法人所得とを併課する制度へと. わが国税制は転換した。 ちなみに. 大正9年改正で採











この改正では, 留保所得と配当所得の区分を廃止し, 両者を含む普通所得に対して. 5%の比
例税率を適用することとされている:a)。 もっとも. こうした改正だけでは. 同族会社の留保問題
に十分に対応できないため, 一定限度までの留保にっいて. l 0%から30%の累進税を普通所得税
に上乗せする加算措置が. 特例として設けられた。
大正l5年以降は. みるべき改正の行われない時期が続いたが,昭和12(l937)年の日中戦争開
始とともに. 法人税率の引き上げが相次いで実施された。 まず, 昭和12年には. 普通所得に対す
る5%の税率がl0%に引き上げられた。 同年には. すでに指摘したように. 配当控除率が40%か
ら20%へと引き下げられている。 ついで. 昭和l3(l938) 年改正によって. 法人税率はl225%
に引き上げられた。
昭 和 l 5 ( l940 )年には. 戦時に即応した税制の確立をめざして,国税・地方税をっうじた大改
正が実施された。 この改正によって, 所得税にっいては. 分類所得税と総合所得税の2本建てと
いう画期的制度が導入されるが. 法人税にっいいても. 法人税の所得税からの分離が実現され.
単独法と しての法人税の創設をみた。 この法人税の独立は. 法人税独立課税論の形式面における
確立とみなされる点で. わが国の法人税発達史上, 見逃せない出来事でもあった。
その後の戦争の進展とともに. 增税が繰り返され, 法人税率も段階的に引き上げられていった。
ちなみに,昭和l5年改正でl8%とされた法人税率は. 昭和l7年には25%. 昭和l9年には30%, さ
らに. 昭和20( l945)年には33%へと引き上げられた。
4 おわりに一戦前の改革の総括と シ ャウプ勧告発表前夜の改革一
戦前のわが国法人課税制度発達の基本的特徴を. 佐藤教授は. 「独立の課税主体としての法人
の地位」 の確立にもとめ, その確立のメルクマールとして. 昭和l5年改正による法人税の所得税
からの分離と. 昭和19年改正による配当所得控除の全廃をあげている2 l )。 同教授によれば, そ う
した発達を促した要因は. 職費を中心とした財政需要の增大と. それを背景とした 「法人税独立
化の主張」 22) の高まりにある。
いずれにせよ. 戦前の改革をっう じ て, わが国の法人税制度は, 法人擬制説的見解にもとづく
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わが国法人税の発達一法人税の誕生からシャウプ動告発表前夜まで一
制度から. 法人税独立課税説的見解にも とづく制度へと転換をはたした。 そのわが国法人税は,
第二次世界大戦後の占領下とぃう特殊な状況のもとで, 再度,新たな転換点を迎えることになる。
まず, 昭和22( l947 )年には. 税制民主化を日的として掲げた大規模な税制改正が実施され,
所得税ならびに法人税について. 申告納税制度が導入されている。 これによって. 従来の成課課
税制度は抜本的に改正された。 さ ら に. 翌昭和23(1948)年には, 証券の民主化を日的として,
配当税額控除制度が創設された。 この制度は臨時的措置として実施されたものだったが, わが国
初の税額控除方式による配当控除制度を意味していた。 これらの制度は. 昭和25 (1950) 年の税
制改正で実施された 「シャウプ勧告」 の法人税制度の先駆けとなったとぃう意味において. 新た
な転換にいたる改革の嚆矢とみられる。
「シャウプ勧告」 による法人税の抜本的改革は,いま, 幕 を あ け よ う と し て い た。
【注】
l )  ゎが国法人税ならびに所得税の沿準を詳述した文献としては. 汐見[l934]:大蔵省[l937a];大蔵省
[l937b]: 雪岡[1955]:大蔵省[1977]:大蔵省[l979]:武田[l979]: 武田[l983]: 大蔵省[1988]
などがある。
2 )  高橋(誠) [l958]pp.7l-79は. 明治20年の所得税法の主な特色として.法人所得を非課税とする一方で.
配当所得を総合課税の対象としている点. 税率は単純累進税率であり. かっ, 税率の累進性は極めて低
い点. 免税点を高く設定し. 納税者を一部の高額所得者に限定している点 (課税般低限は300万円とされ
た). 所得算定において前3 力年平均方式ならびに同居親族の戸主合算制を採用している点などをあげ
て. この所得税の 「有産者にたいする等級別 「富裕税」」 ない しは 「等級別有産者税」 としての性格を指
摘しぃる。 同教授の掲げる資料によれば. 明治20年における所得税の納税人口は. 約12万人 (戸) であり,,
総戸数に占める割合はl.5%にすぎなかった (明治20年の所得税では同居親族所得の戸主合算主義が採用
されていた)。その後. 明治29年には, 所得税の納税人口は約15万人(戸)まで增加するが. その総戸数





なお . この所得税法成立までの法案審議の過程では, 法人実在説に立脚した法人課税構想が浮上した
が. 最終的には. 法人課税構想は日の目をみなかった。 法人課税構想が不採用に終わった理由は, 必ず
しもあきらかではなぃが. 林[1979]p. 326;大蔵省[1988]p.6によれば. その直接的原因は. 法案の
起草にあたった政府・大蔵省側が. 当初から個人に対する課税だけを念頭に置いていたことや. 元老院
内部での産業保護論の高まりなどにあった。ほぼ同様の見解は 高橋(誠) [ l 9 5 8 ] p p . 6 l,7 lにもみら
れる。ちなみに. 林 [ l 9 7 9 ] p.323;大蔵省[1988]p.7によれば. 「産業保護」 論者の中には,個人企
業をも含む産業金般への課税の全廃を主張する者も存在した。
3 )  高橋(誠)[1958 ]pp .7 l-72によれば. 明治20年の所得税法上の法人所得の取り扱いは. 法人に対する
課税優遇措置を意味する点で重要であり. それは. この時期のわが国会社制度全般の発展に貢献する一
方で. 大資本家の資産保全の手段としての保全会社の出現や, 個人企業家の法人成りによる合名・合資
会社の激增を促す誘因ともなった。ちなみに. 明治20年の所得税において. 営業所得は. 利子・配当・
給与・資産等の所得とともに総合・累進課税の対象とされており. 税率構造は. つぎのとおりであった。
第 l 等  所得金額3万円以上 3.0%








4 )  高橋(誠) [ l 958 ]p . 72 .  なぉ. この時期のわが国会社制度の発展にっいては. 高橋(1lil ) [ l 9 5 6 ]
pp.190-202;高橋(誠)[1958]pp.71-72を参照。
5 )  大蔵省[1937alpp.982-983;井手[l959]pp.19-20.なお. 明治政府の歳出(一般会計)は. 日清戰争前は.
8千万円前後にとどまっていたが. 明治29年には1億6千万円を超え , 明治30年には2億円台に達して
い る。 当時の国家財政にかんする各種統計資料にっいては, 東洋経済新報社[l927]pp.2-3;大蔵省[1969]
pp.l26- l29. l37などを参照。
6 )  明治29 (l896) 年から同:S4年にかけては. 数次にわたる增税が繰り返され. 既存の税日の增徴がはか
られただけでなく . 営業税(明治29年創設) . 登録税(明治29年創設) , 砂糖消費税(明治34年創設) . 麦
酒税法(明治34年創設)などの新税が創設された。なお. 明治29年には,葉煙草專売制度の創設をみて
いる。主要税法の改廃の推移にっいては. 国税庁[1979]pp.636-667が詳しぃ。
7 )  吉国・武田[1975]pp.89- l 00 ;佐藤[1977 ]pp.73-92を参照。
8 )  さ ら に. 明治32年の改正所得税法は. 公社價の支払者を納税義務者とする公社債利子税を第2種所得
税として創設し. 公社債利子を2%の比例税率で源泉分離課税することとした。 これらの改正の結果.
個人所得税一本の従来の所得税体系は. 第1種所得税(法人所得税) . 第2種所得税(公社債利子税) ,,
第31'lli税所得税 (個人所得税) からなる三本だての体系へ と改組された。 一般に, 「3分類所得税」 と呼
ばれるこの所得税制度は, 昭和15 (1940) 年の所得税改正によって総合所得税と分類所得税からなる二
本だての体系へと改組されるまで, 長期にわたって存続した c
9 )  明治34年以降は, 法人から受け取る賀'与も全額非課税の対象とされるようになった。
10) 小川[l916]p.72.
11) たとえば. 大正2年改正にっいてみると , 同族会社の所得(甲)の最高税率は13%(20万円超)であり .
個人所得税の最高税率22% (10万円超) のほぼ60%にすぎなかった。 上記の改正の特色と間題点にっい










16) 最高税率は50%(400万円超) . 最低税率はl%(800円以下)だった。
l7) 政 府 原 案 の 識 会 に お け る 修 正 の 経 緯 に っ い て は. 大蔵省[l937alpp.1093- l102 ;汐見[1934 ]
pp.287-295 ;高橋(誠)[1960]pp .153- l 5 9 ;武田[ l 9 83 ] p p.176-20l. 203-206などが詳しぃ。
18) 超過所得に対する課税の根拠にっいて . 政府(大蔵省[1937alp.1084)は, 「之れ法人は法律上独立
の人格者たるのみならず, 其の企業所得は畢竟ずるに. 資本合同の組織に因る法人特殊の有利なる地位
に基き獲得するものなるを以て. :其の資本金額に対し普通の利回り以上の所得を有するときは. 之に相
当の負担を課するを当然と認めしに因るものなり 。」 と述べている。 また . 留保所得に対する課税の根拠
にっいて. 政府(大蔵省[1937alp. l085)は. 「留保所得も亦法人の所得にして. 相当の担税力ありと
認むべきのみならず, 改正案に於ては其の所得を留保せずして配当したる場合に於ては, 其の配当に対
して法人に於て源泉課税を為すの外, 更に之を受く る各個人に於て第三極の所得として総合課税すべき
を以て . 之との権衡上其の無限なる留保を看過すべきに非ず。」 と述べている。
l9 )  所得控除率は. 昭和12(1937)年には20%へ. 昭和15(1940 )年にはl0%へと引き下げられた。
20) こうした改正の理由を . 政府(大蔵省[l937al p . l l 92 )は. 「現行法に於ては法人の所得中配当した
る部分と留保したる部分とに対する課税を異にし . 配当所得に対しては百分の五の比例税率なるに拘ら
ず. 留保所得に対しては百分の五より百分の二十に達する累進的税率を適用するが故に. 自ら法人の社
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